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ICTICTを利用した高等教育・学術研究機関のを利用した高等教育・学術研究機関の

教育・研究・経営の飛躍的強化教育・研究・経営の飛躍的強化

1. 共通技術基盤・組織基盤の構築・維持

2. 方法論と支援するツール群の開発・共有

3. 教員・職員・学生のICT利活用力強化

4. 幹部・サポートスタッフの養成とキャリア
形成

大学ICT推進協議会のビジョン・ミッション・ストラテジ

ミッション: 
ICT 利活用による

1. 効果的・多様な教育の実現
2. 研究推進環境の構築
3. 機関経営の改善

ストラテジ
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ICT マネジメントの必要性

• 教育・研究および事務を支える ICT の重要性がま
すます高まる中，ICT 利用の大学経営へのインパ
クトが大きくなってきている

• 特に，教育活動においては，学問分野に関係なく
ICT 利活用は当たり前となってきているとともに，
ICT の利活用を通じたさらなる教育の質的向上が
求められ始めている

• 情報基盤からコンテンツ，利用者教育まで，様々
な側面からアプローチが必要だが，予算・人材な
ど必要なリソースは極めて限定されている

失敗を少なくし，多くの成功をもたらすマネジメントが必要
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米国EDUCAUSE
http://www.educause.edu/

• 米国の大学におけるICTに関わる二つの組織
(EDUCOM，CAUSE)を，1998年に統合してできた
業界団体(NPO)

• 「ICTの活用を推進することにより高等教育を発

展させる」ことを目的

• 現在，約2,200の大学・教育関係組織が加盟（約
250の企業会員を含む，会費制）

• 毎年7,000〜8,000人が参加する年次大会を開催
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米国EDUCAUSEの特長

1. CIO から研究者・現場職員まで，大学におけるICT専門家を
組織化

2. ICTに関する新しい情報・課題をいち早く把握し共同で対応

3. ICTに関わるマネジメント職や専門職員の能力開発

4. 各大学を対象に大規模なICTに関するベンチマーキングを
毎年実施しデータを共有

5. ICT政策に関わる米国政府へのロビー活動

6. 産業界も巻き込んだ産学連携の大規模コミュニティを形成

7. 国際連携を通じたグローバルな課題への対応（カナダ、
オーストラリア、ヨーロッパ）

国別の加入状況: 
http://www.educause.edu/Community/MemberDirectory/Member
OrganizationsbyGeographi/785
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これまでの経緯

1. 国立大学情報教育センター協議会（旧情報処理教育セ
ンター協議会）と全国共同利用情報基盤センター長会
議の協議内容の重複解消について議論

2. 米国EDUCAUSE年次大会の機会毎での有志の議論の中

で

• 教育・研究・事務・マネジメントのための総合的
な大学ICTの協議の場

• 別々に行っているSDのための集会を一堂に行い、

情報交換の場の拡大

の必要性が認識され，大学ICT推進協議会の設立準備

を開始
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これまでの経緯（続き）

3. 情報系センター教員のボランティアを中心に設立準備
会を作り準備を実施（2011年1月〜12月）

4. 情報教育研究集会最終日に設立総会を開催（2011年12
月11日）

5. 一般社団法人として設立登記（2011年2月1日）

6. 情報教育センター協議会が解散（2011年3月）

7. 会員数37機関、賛助会員数14社（2011年5月）

8. 2011年度定期総会を開催（2011年5月28日）

9. 2011年年次大会を開催（2011年12月7〜9日）

10. 会員数48機関、賛助会員数31社（2012年3月）
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目的

この法人は、会員間の相互連携・協働を通
じて、我が国の高等教育機関および学術研究
機関（以下、「高等教育・学術研究機関」と
いう。）における情報通信技術を利用した教
育・研究・経営等の高度化を図り、もって我
が国の教育、学術研究、文化ならびに産業の
発展に寄与することを目的とする。
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加入意義

1. 大学 ICT の包括的組織への参画により学内での
縦割り対応から脱却し，戦略的なICT利用のため

の情報交換・共有の場が得られる

2. 大学間で教育・研究での ICT 利活用のための共

通の課題に取り組み，連携（情報交換，グッド
プラクティスの共有，共同開発など）を通じた
問題解決を行える

3. 研究集会などへの参加により大学 ICT 関連教職
員の人材育成（FD,SD)を進められる

4. ICT利活用に関する大学間ベンチマーキングへの
参画により大学自身のICT利活用の状況を把握で

きる
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加入意義（続き）

5. 海外動向（EDUCAUSE年次大会など）の共同調査

への参画により国際的状況を把握するとともに，
大学におけるICT利活用に関する我が国の強みを

世界に発信し，高等教育分野で世界（特に文化
的に近いアジア諸国）に貢献する

6. 先進事例の紹介，他大学への展開などにより我
が国の大学コミュニティに貢献できる

7. 産業界との共同開発によるコスト削減や新産業
育成等，大学における ICT 利活用のニーズ・

シーズをテコに，産業界との新たな関係を構築
する
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研究・調査

会員相互間の研究開発・
実証実験・共同調査の実施と

支援

年次大会

各大学における取り組みの発
表・議論や最新技術展示を行

う
大規模な研究集会の開催

国内連携・ｱﾄﾞﾎﾞｶｼｰ

各大学・センター等が別途加
盟する各種団体との連携や政

策提言

主な事業活動
会員機関のボランティアメンバが主導

•自学の強み・弱みの定量的・相対的な認識
• 他大学動向の定量的な把握

• 各大学の研修活動を支援
• 個人レベルでの能力アップを支援

国際連携・協調

米国EDUCAUSE，カナダ
CUCCIO，英国JISC，豪州

CAUDIT，オランダSURF との連

携・共同事業

会員間情報共有

最新動向・共通課題・ベストプラク
ティス・国際動向等の情報共有

（会誌・ウェブ・Twitter 等を利用）

ITベンチマーキング

情報技術利活用推進に関する
経年変化調査

• オールジャパンのコミュニティを

背景にした強力な発言力の形成

ｽﾀｯﾌﾃﾞﾍﾞﾛﾌﾟﾒﾝﾄ

ウェブセミナー・研修会・講
演会・分野別研究集会等への
参画を通じた情報系職員研修

標準化・共通化

情報技術に関する標準化・共
通化，オープンソースソフト
ウェア利活用，ソフトウェア

ライセンス団体交渉

• 各大学におけるよりよい意志決定を支援
• 研究者の業績化

• ベンダーロックインの排除
• 長期的な情報投資保護• 国際的なコミュニティを背景

にした強力な発言力の形成

• 実際に役に立つ情報の共有
• ノウハウなど暗黙知的な経験の共有

• コミュニティ形成・参画
• 生情報の収集

大学ICT推進協議会

（通称：日本版
EDUCAUSE）
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大学ICT推進協議会

アカデミッククラウド
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アカデミッククラウド
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仮想化された分散配置計算機リソース群上でHPCサービスから教育研究に必要

なサービスまでを動的に構成・提供可能な大学間連携型学術情報プラットフォー
ム

共同研究対象

クラウド型教育・研究・業務サービス

広域仮想化情報サービスプラット
フォーム
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アカデミッククラウドにおける
サービスピラミッドと研究の対象

数〜数十ユーザ

国レベルのHPCアプリケーショ

ン

プライベートなアプリケーション

大学レベルのHPCアプリケーション

大学・部局レベルの教育・研究・業務
系アプリケーション

専門分野共通の教育・研究
アプリケーション

専門分野固有の教育・研究
アプリケーション
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(SaaS = Software-as-a-Service, PaaS = Platform-as-a-Service, IaaS = Infrastructure-as-a-Service)
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大学ICT推進協議会クラウド部会（仮称）

PaaS型
SaaS型

S ET  SINET  

大規模仮想化
計算機リ ース基盤

IaaS型

研究
支援

教育学習
支援

事務・管理
支援

HPCI

外部調達（パブリッククラウドサービス，プライベートクラウド製品）

大学共同利用クラウドセンタや各大学プライベートクラウドで共通利用可能な共通
仕様・共通実装（オープンソースソフトウェア）を共同開発し運用ノウハウを共有
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各大学の多様性を保ちつつ
共通化によるコスト削減を実現

クラウド化された情報環境クラウド化された情報環境

各大学の固有の機能各大学の固有の機能

求められる機能求められる機能

ニ
ー
ズ
数

ニ
ー
ズ
数

C大学

B大
学

A大学

（１）共通ニーズを
共通仕様・共通実装
（オープンソース化）

（２）機能連携のための標準化インタフェース

共通化・標準化によりベンダー・Sier ロックインを排除
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オープンな共通仕様・共通実装
オープンスペック・オープンソースによる財政逼迫への対応

同じ仕様でも大学ごとに異なる実装・運用

実装A 実装B …

共通
仕様

システム
Ａ

システム
B

教訓

共通
実装

フィード
バック

共通
仕様

大学が違っても同じ仕様・実装・運用のためコスト削減可能

フィード
バック

オープンソースなので
複数応札可能

大学ICT推進協議会

システ
ム

オープンソース
なので独自カス
タマイズ可能

オープンソース実装

カスタマイズ中の共通化可能部分
共通実装化により独自に保守しなければ

ならないカスタマイズ対象を圧縮

コスト削減につながらない！
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安否確認システム
共同開発の提案
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プロジェクト概要：開発期間

• 幹事校

• システム仕様案の取りまとめ

• ソフトウェア開発の外注

• 1回の合同訓練の企画・調整・実施

• 参加大学

• 幹事校から提示された仕様書案に基づいて各大学のニ
ーズを集約

• 共同仕様取りまとめ会議への参加（1〜2回）

• ソースコード配布後，実装・テスト（各大学負担）

• メールアドレス収集・更新（LDAPに格納）

• 2回の個別訓練，1回の合同訓練の実施
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プロジェクト概要: 開発後

• 「安否確認システム運用連絡会」を設置
（会費制）
• ソースコードの維持管理・改良

• 大学間安否確認訓練の企画・調整・実施

• 非常勤スタッフを配置

• 謝金として担当者に支払う

• 経費は参加大学で分担

• 開発大学・後発大学で負担金額は変える
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AXIES 安否確認サービス運用イメージ

LDAP2

DB1

LDAP1

DB2

A大学アドレス登

録

暗号化

C大学アドレス登

録

B大学アドレス登

録

暗号化

暗号化

A大学発信操作

B大学発信操作
C大学発信操作

安否
登録

安否
登録

安否
登録

安否
登録

集計・報告集計・報告
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構成員

アドレス
データベー

ス

安否状況
データベー

ス

リスク管理部門

ﾒｯｾｰｼﾞ送信

 ICT 組織

登録

保守 ﾒｯｾｰｼﾞ作成

確認

報告

検
出

別
名

大学基幹
システム

ソーシャル
メディア

大学基幹
システム

ソーシャル
メディア

緊急時

一斉同報通知・確認サービス機能



23

一斉同報通知・確認サービス

緊急通知（受信確認なし）

一般通知（受信強制）

一般通知（受信希望）

多

少

緊急通知（受信確認あり・集計あり）
安否確認

パンデミック

メルマガ

講義関係（個別休講等）通知

講義関係（資料公開・レポート提出等）通知

大雨・台風

購読管理機能

メッセージ発信機能

メールエイリアス発信機能
（プライバシ保護のため利用システ
ムには別名アドレスのみ通知）

集計管理機能

情報基盤の災害対策

京都大学中期計画V-3: 災害等の緊急事態時における事業の継続あるいは
早期復旧を可能とするための手段や 方法等の計画を策定、運用する

教育の情報化

メッセージ作成機能

今回の検討対象

緊急待避通知

京都大学：学生: 2.3万人，教職員(給与支給対象者): 1万人

求められる機能頻度 特長

メーリングリスト
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各大学における学内組織の役割

メールアドレス
（携帯）の登録

メッセージ受信

メッセージ応答

メールアドレス
（携帯）のメンテ

メッセージ作成

メッセージ発信

メッセージ集計 システム管理運用

メールアドレス
（PC，携帯）の格納

リスク管理部門

ICT組織構成員
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共同開発・共同運用体制
大学ICT推進協議会

経費管理

著作権管理

京都大学

WGメンバ費

国立X大学

私立A大
学

私立B大
学

国立Y大学 公立C大学

実装

仕様策
定

WGメンバ費

運用連絡会

非メンバ大学
（独自運用）

LDAP2

DB1

LDAP1

DB2

A大学アドレス登録

暗号化

C大学アドレス登録

B大学アドレス登録

暗号化

暗号化

A大学発信操作

B大学発信操作

C大学発信操作

安
否
登
録

安
否
登
録

安
否
登
録

安
否
登
録

集計・報告集計・報告

京都大学
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